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．はじめに
民法（家族法）で定められる親子関係法は，民事的な身分関係ではある
が，私法上の権利義務関係としてのみならず，公法上の様々な権利義務の
前提としての機能も有する。たとえば，血統主義を採用する国においては，
当該国民の親子関係は国籍取得要件と直結している。すなわち，国民の要
件を規定する国籍法制における血統主義は，親子の「血のつながり」を国
籍取得の原因とするものであり，法的親子関係の確定と証明は，当該個人
にかかる様々な権利義務関係の有無に影響を及ぼすことになる。また，と
りわけ当事者が外国人の場合には，親子関係が公法上の問題と密接に関連
するものとなり得る。それが典型的に現れるのが，出入国管理の場面であ
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る。日本を含め多くの国は，自国民や自国での合法的滞在者の家族（配偶
者や子など）である外国人に特有の在留資格を認めており，親子関係につ
いては国際私法により決定される準拠法に基づいて法的に確定される。し
かし，当該国家が独自に親子関係を確認する手段を採用しようとしたとき
には，その当否とともに，親子関係を定める法制度がどのような法理論の
下に構築されるのか，またそれをどのように証明するかが，大きな関心事
となる。
まさにこのような状況が議論の対象となったのが，フランスで2007年に
成立した「移民の抑制，統合および庇護に関する法律」，いわゆるオルト
フー法である)。このオルトフー法13条には，家族呼び寄せによる親子移
民に対する DNA 鑑定を可能にする条文が含まれていた。しかしこの
DNA鑑定の導入を定めた規定は野党によって憲法院に提訴され，審査の
結果，合憲と判断されたものの厳しい留保が付された。さらに担当大臣が
実施デクレへの署名を拒否したため，実施されることなく実施可能期間は
終了した。
オルトフー法が導入した DNA鑑定は，家族呼び寄せで入国する者に子
が同伴して入国する場合，身分証書が存在しないか信頼性に疑義がある者
について，本人の申請に基づいて親子関係を証明するために行われるもの
であった。この規定をめぐっては，法案段階からその賛否をめぐって議会
内外で激しい議論があった。そこで問題とされたのは平等原則や私生活の
尊重への権利とりわけ通常の家族生活を営む権利などであるが，それに加
えて，DNA鑑定によって親子関係を証明することの妥当性も激しく問わ
れた。
本稿は，オルトフー法が導入した DNA鑑定をめぐる議論を素材にして，
親子関係の確立と証明の背景にある家族法の理念を確認しようとするもの
である。親子関係の確立と証明は，前述のように，公法上の問題と密接に
関連しうるものだからである。問題を理解する前提として，まず近年のフ
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ランス移民法制とオルトフー法に対する憲法院判決までの経緯を概観する。
その上で，オルトフー法をめぐって表出した DNA鑑定による親子関係の
証明に関わる議論を整理し，最後にそこから得られる日本への示唆につい
て考えてみたい。
．フランス移民法と憲法院
フランス移民法は1990年代後半から2000年代にかけて，右派政権の下で
規制を強化させてきた。不法入国者の防止と非正規滞在者の排除，および
移民の社会統合がその主な関心事である。それに加えて，内務相時代のサ
ルコジが「押しつけられた移民（immigration subie）」から「選択された
移民（immigration choisie）」へというスローガンを掲げ，移民選別の色
彩が加わった)。オルトフー法の正式名称が「移民の抑制」を掲げている
のも，その方向性を反映したものである。
移民法はたびたび改正されており，その度に憲法院の審査に付されてい
る。憲法院は，1993年パスクワⅡ法判決)においてコンセイユ・デタ判決
で認められてきた外国人の権利を「憲法化（constitutionalisation）」し，
以降，偽装入国への警戒から移民の出入国および滞在に対する監視・取締
を強める立法に対して，一定の歯止めをかけてきた。そこで主に参照され
てきたのは，1789年宣言条に根拠をもつ「私的家族的生活の尊重」から
導かれる「通常の家族生活を営む権利」である。これを援用しつつ憲法院
は，パスクワⅡ法判決で家族呼び寄せに対する制限を違憲とし，1997年の
ドゥブレ法判決)では宿泊証明書)の査証拒否事由に限定解釈を加え，あ
るいは居住許可証の更新について「公序に対する行為となる場合を除き」
という文言を違憲としている)。2006年サルコジⅡ法判決において，家族
呼び寄せを拒否できる場合の要件とされた「共和国の諸法律に認められた
基本原則（principes fondamentaux reconnus par les lois de la République）」
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とは家族生活を支配する共和国の基本原則であるという解釈留保をしてい
るのも，「通常の家族生活を営む権利」に基づいたものである)。また，
1997年ドゥブレ法判決においては，内務省およびフランス難民無国籍者保
護局（OFPRA）が管理する難民申請者の指紋情報	)を警察または国家憲
兵隊が利用することを違憲としており，難民のプライバシーの権利に配慮
したものとなっている
)。
．DNA鑑定に対する憲法院の判断
オルトフー法は，内相時代からサルコジが取り組んできた移民政策を
「完全なもの」にすることを目的としたものである。その内容は主に外国
人の入国，滞在および庇護権に関する法典を修正するもので，移民の社会
統合という観点からは，入国ヴィザ取得前のフランス語習得義務および共
和国的価値の理解義務や，子を呼び寄せる親と国との間の「家族のための
受け入れ・統合契約」の締結などが盛り込まれ10)，さらに不法移民の流入
を防ぐ目的で一定の条件の下に DNA鑑定を実施できる旨の規定が挿入さ
れた。
法案は議会で可決されたのち憲法院に付託された。審査の対象となった
のは上述の DNA鑑定を定めた13条と，1978年個人情報保護法を修正し，
移民の多様性，差別および統合のための研究を目的として人種や民族に関
する個人情報を収集することを認めた63条である11)。このうち63条は違憲
と判断されたが，13条の DNA鑑定に関しては留保つき合憲とされ12)，法
は63条を削除した上で成立した。
本稿の関心の対象である13条は，DNA鑑定実施のための要件を定めた
ものである。背景には，家族呼び寄せヴィザによって子が入国しようとす
る場合，国内にいる外国人とその子たる入国者との親子関係を証明する身
分証書の偽造が多発していたという事情がある13)。身分証書の偽造や信頼
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性の欠如はアフリカ諸国が多く，国民議会に提出された報告書では，セネ
ガル，コートジボワール，両コンゴ，トーゴ，マダガスカル，コモロで発
行された身分証書の25〜80％が偽造であるとされ，身分証書の信頼性の欠
如を理由に家族呼び寄せヴィザの拒否が多発していた14)。
オルトフー法13条は，このような状況を背景にして，偽装入国を阻止す
る目的で定められた。前述のように DNA鑑定の導入に対しては議会内で
も激しい反発があり，最終的な条文には多くの実施要件が盛り込まれた。
最終的に可決された13条は，憲法37条のに基づく「実験的性格を持つ規
定」として，一定の要件の下に DNA鑑定の時限的導入を定めている。具
体的には，①対象者である子が，親子関係を証明する身分証書の信頼性が
低い国の出身者であること，②正規に滞在している親に呼び寄せられるか
同伴入国するためにヵ月を超える滞在ヴィザを申請する場合であること，
③身分証書が不存在であるか，その信頼性に重大な疑義がある旨の情報が
外務省または領事館職員からあったこと，④ビザ申請者とその母との間の
親子関係を明らかにするための DNA鑑定による身分証明であること，⑤
DNA鑑定によって身分証明が行われる旨の当事者の同意が事前かつ明確
に得られること，⑥ナント大審裁判所による実施の許可を得ること，であ
る。実施のためのデクレはコンセイユ・デタの議を経て CCNL（Comité
consultatif national dʼéthique：国家倫理委員会）の意見を徴したのちに，
DNA鑑定の実施条件，実施の対象となる「身分証書の信頼性が低い国」
のリスト，2009年12月31日までの任意の18ヵ月以内の実験的実施期間，実
施権限資格などをその内容として定められることになっていた。
法13条は，平等原則，私生活の尊重への権利，個人の尊厳等に違反する
として憲法院に付託された。
憲法院判決は，平等原則に関してはまず，異なる状況に異なる方法を定
めることと，一般利益を理由に平等を制約する（つまり不平等を承認す
る）ことは，結果としての別異取扱いがそれを定めた法律の目的に直接関
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連していれば，認められるという一般論を述べる（cons. 8）。その上で判
決は，二つの不平等の可能性について検討している。一つは実親子関係と
養親子関係との間に生じうるものであり，二つはデクレでリスト化される
国とされない国との間に生じうるものである。
前者について判決はまず，13条が親子関係の準拠法を定める国際法の留
保の下でのみ適用されると述べる。これは親子関係が母の属人法によって
確定されることを意味しており，DNA鑑定は準拠法によって確定された
親子関係を否定する目的でなされるものではないことが確認されている
（cons. 9）。その上で，実親子関係の場合にのみ実施されうる DNA鑑定は
身分証書の不備を補完する目的でなされるものであり，養親子関係には適
用されないこと（cons. 10），さらに「不法行為を含む公序の維持」という
一般利益の保護のために一部の外国人にのみ DNA鑑定を認めるものであ
り，法において権利の擁護と公序の維持とが両立できるよう適切な措置が
とられていると述べて，平等原則違反には理由がないとされた（cons. 11）。
後者に関しては，身分証書に疑義があるとしてリスト化される国の国民
はそもそもその他の外国人と置かれた状況が異なること（cons. 12），憲法
37条のが，限定された目的で限定された期間に実験的に行われる措置に
ついて平等原則を逸脱することを容認していることから（cons. 13），法13
条の DNA鑑定は平等原則を侵害しないとしている。
家族再結合の権利と私生活尊重の権利，とりわけ「通常の家族生活を営
む権利（droit à une vie familiale normale）に関しても，13条は家族呼び寄
せの条件や子の定義（つまり親子関係の定義）を変更するものではなく，
親子関係証明のための身分証書に問題がある場合の代替的証明方法として
のみ DNA鑑定を位置付けているのであること，さらに外国の身分証書の
証拠能力を否定する意図がないことを確認している。そして，リスト化さ
れた国について，裁判所の統制の下に，身分証書の効力と信頼性を証明す
るためにのみ行われるものであるという留保の下で，13条は通常の家族生
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活を営む権利を侵害しないとした（cons. 16）。また，当該鑑定は当事者
の申請に基づいて行われることから個人情報保護の観点からも問題はなく，
私生活の尊重を侵害しないこと（cons. 17），当該鑑定は親子関係の証明
の補完的手段であって行政警察措置ではなく，すでに民法上規定されてい
る DNA鑑定と同様の条件で行われるため，人間の尊厳の尊重原則も侵害
しないとされた（cons. 18）。
このように，憲法院は13条については留保つき合憲の判断をなしている。
条文に定められた要件に加え，憲法院が留保を重ねたことで，DNA鑑定
は「非活性化した｣15)，あるいは「毒気を抜かれた｣16)と評され，最終的に
は，実施デクレが制定されないまま法が定めていた実験的実施期間を終了
した17)。
．DNA鑑定をめぐる議論
前述のように，DNA鑑定の導入に関しては賛否が激しく分かれた。憲
法院判決は留保つき合憲であったが，賛成派は合憲とした点について評価
し，反対派は解釈留保によって実施を困難にしたことについて「一定の評
価を与えている｣18)といえる。DNA鑑定に対して法案段階からなされてい
た賛成・反対双方の主張は多岐にわたるが，以下ではその中でも，DNA
鑑定の果たす役割に関連した主張について取り上げる。
（）フランス家族法におけるDNA鑑定の位置付け
オルトフー法13条をめぐる議論の前に，フランスの親子関係証明におい
てすでに導入されている DNA鑑定について簡単に触れておきたい。
フランスにおいては，DNA鑑定の実施は1994年生命倫理法によって厳
しく統制されており，この生命倫理法の一部は民法にも組み込まれている
（民法16条の10〜16条の12）。DNA鑑定は裁判手続きの際に緊急の調査ま
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たは証拠調べとしてなされる場合，医学的目的または科学的研究のために
なされる場合，そして死亡した者の身元確認の場合に限定されており（民
法16条の11第項），民事においては，親子関係の確定または不存在の訴
えか，生計補助金（subsides）の取得または廃止を目的とする場合に，裁
判官が命じた場合にのみ認められている（同第項）。さらに，DNA鑑定
を行うことができるのはコンセイユ・デタのデクレで定められた条件に基
づいて認可を受けた者のみであり，司法手続きに従って鑑定人名簿に登録
されていなければならない（同16条の12）。つまりフランスにおいては，
DNA鑑定を行うことのできる者も場合も限られており，その実施は厳格
に統制されているということができる19)。
オルトフー法による DNA鑑定の導入が物議を醸したのは，このような
DNA鑑定に対するフランスの慎重さから見れば，当然の反応だったとい
えよう。
（）法13条への肯定的見解
オルトフー法13条による DNA鑑定の導入に肯定的な見解からは，DNA
鑑定が，親子関係の証明に疑念が生じたときにそれを払拭する証明手段と
なるという理解が示されている20)。鑑定は身分証書に疑義がある場合に，
本人の申請に基づいて，親子関係を証明するためだけに実施されるもので
あるから，身分証書の信頼性が低い国の出身者にとってはむしろ利益にな
るものであり，そのような恩恵を，平等原則の名の下に奪うことはできな
いというのである21)。また，オルトフー法における DNA鑑定は，親子関
係を形成するものでなくあくまでも証明するものであること22)，親子関係
確定のための DNA鑑定がすでに民法上導入されていることも，積極的根
拠の一つとして挙げられている23)。
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（）法13条への批判
これに対し，導入に反対する立場からは，以下のように，親子関係の証
明にかかる DNA鑑定に対する憲法学上の問題点および家族法上の問題点
が指摘された。
DNA鑑定導入と平等原則との関係については，かねてから，DNA鑑定
そのものが差別的であるとの批判がなされてきた。遺伝情報は人種と直結
するものであり，DNA鑑定は人種差別を助長するという主張である。
たとえば G. カルカッソンヌは，平等原則との関連で次の二点を指摘し
ている。まず一つは，フランス人には生命倫理法によって DNA鑑定が厳
しく制限されていることと，外国人法（オルトフー法）で DNA鑑定を認
めることとが両立しうるかという疑問である。ここでは，フランス人と外
国人との間に無視できない別異取扱いがあることが問題とされる。二つめ
は，憲法条が禁ずる出自（origine）による差別との関連である。カル
カッソンヌは，この出自とは地理的・文化的な出身のみならず生物学的同
定（identifiée biologiquement）も含むと現代では解されるべきであるとし
た上で，オルトフー法13条により DNA鑑定が導入されたことによって，
利便性を重視するあまり憲法原理を欠くことになると危惧している。つま
り，DNA鑑定そのものの差別性を指摘する24)。このように，個人情報保
護の観点からの問題と共に，そもそも差別を含む DNA鑑定が，フランス
人に対しては制限されているにもかかわらず，外国人親子にのみ制度化さ
れることは，平等原則に適合しないことになる。憲法院判決は人種差別に
ついては言及しなかったが25)，D. ルソーは判例評釈の中で，DNA鑑定は
人種差別を禁ずる憲法条違反と判断されるべきであったと述べている26)。
このような考え方はフランス国内にとどまるものではなく，憲法院判決直
前の2007年11月日に持たれた国連総会第三委員会において，国連人種差
別問題等特別報告者の D. ディエーヌがフランスの DNA鑑定の導入に言
及し「人種差別正当化の力学」「移民への烙印」と述べるなど27)，国際的
フランス移民法制と親子関係 77
にも非難されている。
オルトフー法13条が平等原則を侵害するという指摘は，民法学者からも
なされている。第一に，オルトフー法13条によってフランス人と外国人と
で DNA鑑定による親子関係の同定について二つの異なる制度が設けられ
たことになり，新たな差別を導入するものであるという指摘である。一般
の民事に関しては民法16条の11に基づいて，訴訟手続においてのみ DNA
鑑定が行われるのに対し，家族再結合のための入国ヴィザを申請する外国
人については，訴訟手続から独立した DNA鑑定が可能となる28)。さらに
第二に，民事的身分が確立していない国出身の外国人親子の間でも差別が
生じることが指摘される。つまり，フランス国内において母子関係を確認
したい外国人の場合には，国際私法により判断される準拠法によってのみ
その証明がなされなくてはならないのに対し，家族再結合のためのヴィザ
申請をした者には，準拠法の援用に加えて DNA鑑定による親子関係の証
明も可能となる29)。留意すべきは，この指摘がオルトフー法13条による
DNA鑑定によって便宜がはかられることに着目している点である。この
ような思考は，前述の，同法への肯定的見解の根拠としても示されており，
DNA鑑定そのものの差別性という意味での平等原則違反の主張とは異な
るものである。
このような民法学者からの指摘の背景には，親子関係の「証明（la pre-
uve）」と「確定（lʼétablissement）」についての憲法院との理解の違いがあ
る。憲法院は，オルトフー法13条の DNA鑑定は外国人の母子関係を証明
する補助的手段にすぎないと述べたが，民法学者からは，親子関係の証明
は親子法の本質的要素であり，今回の DNA鑑定の導入は結果として，外
国人について新たな親子関係の確定方法を創設したことになると指摘され
ている30)。このことから，オルトフー法13条は，これまでの国内親子法や
国際私法と整合性を欠くとして批判されることとなったのである。
そもそもフランス家族法においては，「生物学上の真実性尊重の度合い
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が，他国と比べ伝統的に低い｣31)とされる。DNA鑑定によって親子関係32)
を確定することの是非を論じるにあたっては，そのようなフランス家族法
に含まれる思想を考慮する必要がある。
．家族法における親子関係と DNA鑑定
フランスは親子関係の証明において真実性の重要度が相対的に後退する
あらわれの一つが，家族法における身分占有（la possession dʼétat）の概
念である。
身分占有とは，法的親子関係を形成するものとして民法典に定められて
いるものである。身分証書が存在することに加え，事実上，親子としての
実態がある場合には，親子関係が確定され（フランス民法311条の），身
分占有による親子関係の宣言を受けた場合は身分証書の無効を争うことが
できない（同317条）。つまり，証書があり親子としての実態があれば，生
物学的な親子関係がない場合であっても法的親子関係を認めるものである。
身分占有が認められる親子としての実態については，民法311条ので
具体的に以下のように定められている。すなわち，子であると主張する当
該人につき，①実際に当該人を子と称する者から子として扱われ，かつ当
該人も彼らを親として扱っていたこと，②親とされる者が親の資格におい
て当該人を養育していたこと33)，③当該人が社会において，また家族によ
って，親とされる者の子として認識されていること，④当局によっても上
記③と同様に理解されていること，⑤当該人が親とされる者の名を称して
いること，以上要件である。これらは通常，「nomen」（氏＝名前を称し
ていた事実。⑤），「tractatus」（処遇＝親子として扱われてきた事実・子
の養育。①②），「fama」（世評＝社会的に親子として認められていること。
③④）という三つに整理されている34)。
身分占有による親子関係の確定と，親子関係に関する訴えにおける
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DNA鑑定の制限とは，フランスでは親子関係について真実性が必ずしも
重視されていないことを示している。真実性の如何にかかわらず，すでに
存在しており当事者も望んでいる事実上の親子関係を第三者が争うことは，
「家庭の平和を乱す」ものであり35)，そこには「子は育てる意思のある親
と生活するのがよいというフランスの価値観」があると評される36)。「家
庭の平和を乱す」ことは，私生活の尊重という憲法的価値に抵触すること
にもつながる。
身分占有によって保護される事実上の親子関係は，「社会学的親子関係
（filiation sociologique）」ともいわれ，フランス家族法では生物学的親子関
係（filiation biologique）と対比される。フランスでは2005年月日オル
ドナンス37)により，親子関係における血縁関係の位置付けが強化されると
同時に38)，身分占有の役割も強化され39)，「生物学的親子関係と社会学的
親子関係の間のある種の均衡」がはかられた40)。憲法院はオルトフー法13
条の DNA鑑定は親子関係の補充的証明方法に過ぎないと述べたが，これ
を親子関係の確定方法と捉える立場からすれば，外国人について事実上存
在している親子関係（すなわち社会学的親子関係）を覆す可能性のある
DNA鑑定は，問題を含むものということになる41)。
オルトフー法による DNA鑑定は前述のように，不法移民を防止すると
いう政策的観点から導入されたものである。その実施は厳格に制限され，
実際には施行に至らなかったとはいえ，法的親子関係が何を根拠に形成さ
れ，何をもって証明されるのかについて一定の議論を呼んだ。偽装親子関
係を明らかにする目的で行われる DNA鑑定は，生物学的親子関係の有無
を明示するものであり，親子関係の真実性を積極的に証明したい場合には
確かに有用な手段ではあるが，しかし他方で，血縁関係にない親子関係す
なわち社会学的親子関係を外国人について否定する結果をもたらす。この
ことが，従来のフランス親子法に存在していた社会学的親子関係の考え方
と整合性を欠くという指摘につながったのである42)。
80
フランスの親子関係法においては，親子関係の安定性をはかるために血
縁の真実性を超えて保護すべき親子関係が想定されており，その根拠は
「親子としての生活の事実であったり，時の経過であったりする｣43)。また，
「子は育てる意思のある親と生活するのがよい｣44)という価値観が存在する
ことも指摘されている。そこからは，親子関係がすでに存在しているとい
う事実が親子関係を支えるという思想が見てとれる。
．外国人法制と親子関係
オルトフー法による DNA鑑定の導入によって明らかになったのは，日
常的な場面では親子関係について血縁の重要性が相対的に低いとされるフ
ランスにおいても，出入国の場面では，偽装入国への強い警戒から，外国
人に対して DNA鑑定というセンシティブな手段を用いてまで血縁の真実
性の証明を求めるという，出入国管理のあり方であった。憲法院は，平等
原則のほか，外国人にも保障されるべき私生活の尊重や通常の家族生活を
営む権利といった憲法上の問題をはらみつつも，限定的とはいえ DNA鑑
定の導入を肯定した。
日本でも，「外国人」に対して親子関係を証明するための DNA鑑定の
導入が議論されたことがある。2008年の最高裁判決45)を受けて，国際カッ
プルの間に生まれた婚外子につき日本人父の認知のみで届出による日本国
籍取得を認めるよう国籍法改正がなされたときである。ここで議論の中心
となったのは，やはり親子関係の偽装すなわち偽装認知をどう回避するか
という問題であった。改正前は認知に加えて父母の婚姻による準正が国籍
取得の要件であったが，最高裁判決に従った改正により認知のみによる国
籍取得が可能となるため，偽装認知が横行するのではないかという懸念が
あったためである。国会においては，偽装認知の防止のため，罰則の強化
と実務の改善に加えて，DNAによる親子鑑定も検討されたが，最終的に
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改正規定には盛り込まれなかった。
偽装認知対策としての DNA鑑定については，法務委員会において問題
が指摘されている。すなわち，DNA情報がセンシティブ情報であること
から鑑定自体が人権上の問題を惹起すること，届出による国籍取得をしよ
うとする外国籍の子やその親にのみ DNA鑑定を義務づけることが新たな
差別となることなどである46)。さらに審議では，好意認知の問題が取り上
げられている47)。
日本においては，法的親子関係は基本的に血縁によって形成され，フラ
ンスの身分占有のような制度は有していない48)。しかし，日本においても，
血縁関係がないにもかかわらず実親子関係が形成される場合がある。すな
わち好意認知の場合である。好意認知とは，実子ではない子を自分の子と
する意思をもって認知するような場合をいう。虚偽の認知ではあるが，す
べての認知届について真実性が確認されることはないため，余程の疑義が
ない限りはそのまま受理され，戸籍上は実親子関係となる49)。このような
好意認知が事実上許容されていること，言い換えれば民法上の親子関係法
制が必ずしも生物学的親子関係を厳密に保証してるわけではないことから，
国会の政府答弁では，好意認知によって家族関係が形成され，それが長期
間にわたって安定的に維持されているのであれば，その事実を DNA鑑定
で覆すことは，国の方から積極的になすべきではないという説明がなされ
た。これまで築いてきた家族としての絆を一瞬で断ち切ってしまう DNA
鑑定は，日本の家族法の体系と相入れないというのである50, 51)。結局，国
籍の届出取得の場面で日本は DNA鑑定を採用しなかったが52)，そこには
DNA鑑定を外国籍者に義務付けることの問題性のほか，これまで築いて
きた事実上の親子関係が DNA鑑定によって否定されることへの違和感も
作用していることが伺われる53)。
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．まとめにかえて
本稿で検討したフランスの経験においては，外国人を含む親子について
の実親子関係の DNA鑑定による証明は，人権上の問題のほか，そもそも
親子関係形成の背景にある思想すなわち親子関係が血縁によってのみ成立
するものではないという「社会学的親子関係」の概念に基づいた制度設計
との整合性の欠如によって，大きな批判を浴びた。導入の場面は異なるも
のの，日本においても同様の議論が国会で交わされたのは興味深い。好意
認知等の結果，長期にわたる平穏な親子関係が継続した場合，親子関係の
真実性にかかわらずこれを争うことができないとする判例54)の考え方は，
フランスにいう社会学的親子関係を保護するものといえよう。
実はフランスにおいて「社会学的」紐帯や「社会化（socialization）」と
いう概念が用いられるのは，親子関係の確立の場面だけではない。当該社
会に事実としてなじむ関係が形成されたとき，または事実としてなじむ状
態にあるとき，「社会化」されたという表現が用いられる。たとえば，
1998年の国籍法改正に先だって提出された国籍法・移民法研究委員会報告
書は，「社会学的なフランス人（sociologiquement des Français）」という
概念を用いて，血統主義を基礎としていた19世紀国籍法制において移民三
世への国籍付与につき生地主義が採用されたことを説明している55)。もっ
とも，家族と国家とをアナロジカルに考えることが必ずしも妥当ではない
ことには注意を払うべきである。しかし，血縁による紐帯を相対化させる
ものとして社会学的概念が用いられていることは興味深い。何をもって
「社会化」されたかという問題は残るものの，形式的な血縁ではなく事実
としての諸要素を反映させることで，より当事者にとって適切で実態に即
した地位と権利が保障されることになる。実態を如何に評価し法的地位の
根拠となすのかが，次に検討されることになろう。
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